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1．はじめに

　企業をめぐる様々な経済現象のうち，とく

に競争，協調，協力といった企業間の相互作

用に関するこれまでの研究を振り返ると，大

きく分けて2つの研究の流れが相互に影響を

及ぼしながら発展してきたように見える。1

つは経営学，そのなかでも競争戦略論であ

り，もう1つは経済学，とりわけその応用分

野の1つである産業組織論である。この2つ

の研究の流れは，いくつかの異なる特徴を有

している。例えば，研究の目的や明らかにす

べきものが，経営学と経済学とでは若干異な

る。経営学は，いかにすれば企業がその業績

を向上させることができるのかを明らかにす

るのに対し，経済学は，各主体の行動が市場

95

原理に委ねられた場合の帰結（均衡）はどう

なるのか，その帰結よりも資源配分効率や社

会的総余剰が高まるような帰結をもたらす方

法があるか否かを探る（Caves，1984）。ある

いは，各企業が合理的な行動をとった場合に

どのような市場の状態が現出するかを分析す

るのが経済学であるのに対し，どの様な行動

をとることが企業にとって合理的かを考察す

るのが経営学であると言い換えてもよいかも

知れない（高崎，1986）。

　このように産業組織論と競争戦略論は異な

る特徴を有してはいる。しかし，両者は全く

かけ離れているわけではなく，むしろその根

本においてコインの裏表の関係にあるといえ

る。産業組織の研究者は，全ての企業が超過

利潤をあげられない完全競争状態が，最適な

資源配分効率を達成する状態，あるいは社会

的総余剰が最大である状態と考え，実際の産

業がその状態とどれだけ乖離しているか，そ

の原因はなにか，いかにすればその乖離を埋

めることができるか，といったことを追求し

ている。それに対して競争戦略論は，さきに

述べたように，企業がどのようにして高い業

績をあげることができるかを解明する学問と

いえる。ゆえに，競争戦略の研究者がとりう

る1つのアプローチは，産業組織論では望ま

しくないと判断されてしまう市場構造，すな

わち個々の企業が超過利潤をあげることがで

きるような市場構造を発見したり，企業が主

体的にそのような市場構造を作り上げる方



法，あるいはそのような市場構造が現われる

条件を研究するというやり方である。この様

なアプローチで体系的な研究を行なったの

が，M．　E　Porterといえるであろう】）。ここ

に，産業組織論が競争戦略に及ぼした影響が

読み取れるのである。

　ところが，産業組織論と競争戦略論との関

係は，後者が前者の研究成果を逆利用して発

展するといった一方向の関係にとどまらない。

上記のようなアプローチで競争戦略論が体系

化される過程で，高い業績をあげている現実

の企業の行動やその企業が属する産業構造が

詳細に調査され，いくつかの興味深い事実が

発見された。すなわち，一見経済合理的では

ないと考えられるような行動をとる企業が，

その行動ゆえに高い業績をあげているという

ことである。そこで，今度は産業組織論の研

究者が，そのような行動の経済合理性を説明

しようと試み始めたのである。このことは，

競争戦略論が産業組織論にいくばくかの影響

を及ぼしたことを示している。

　産業組織研究者が企業行動そのものに対し

て分析努力を投入し始めたことは，従来の産

業組織論に対する次のような自己反省とも符

合していた。従来の産業組織論では，市場構

造はその産業で行なわれる競争や協調の与件

であると考えられていた。しかし，市場構造

はそれまでの個々の企業の競争や協調，すな

わちその産業の「歴史」が決定するものであ

る。ゆえに，それまで当該産業で個々の企業

がどのような行動をとってきたか，どの様に

相互作用してきたかに注目することが必要と

なる（KrepsニSpence，1984）。このような反

省から，現実の企業行動を観察し，伝統的な

経済理論からすれば一見非合理的に見えるよ

うな行動でも，その背後には経済合理性が働

いていることを示すとともに，行動の結果ど

の様な市場構造が現出するかを分析するとい

う試みが始められたのである。その際彼らが

用いた理論的道具の1つが，ゲーム理論であ

る。

　ゲーム理論は，個々の企業の行動やそれに

対するライバル企業の反撃，つまり企業間の

相互作用を明示的に分析するために大変有効

なので，それを用いて企業間の相互作用の結

果生じる市場構造を明らかにする多くの研究

が，ここ数年行なわれた。これらの研究は次

第に体系化されていき，今日「新しい産業組

織論」と呼ばれる1つの流れを形成するよう

になった2＞。

　この様な産業組織論と競争戦略論との相互

作用，及びそれぞれの発展を概観すると，さ

らに次のような方向で競争戦略論を再構築で

きるのではないかと考えられる。これまでの

競争戦略論は，高い業績を挙げている企業の

事例を調査し，当該企業のどのような戦略が

成功をもたらしているかを明らかにしてきた。

換言すれば，競争戦略の優劣を，ある戦略が

企業にもたらす利潤の大小で判断していたの

である3）。しかし，ある企業が高い業績をあ

げれば，ライバル企業はそれに注目し，それ

に対して反撃もしくは模倣を行なうであろう。

ライバル企業の反撃や模倣が有効であれば，

当該企業の競争優位は崩れ，利潤は低下して

しまう。すなわち，当該企業の業績の高さそ

れ自体が，ライバル企業にとって業績向上の

機会が存在することを示すシグナルになるの

である。ゆえに，ある戦略が企業に高い業績

をもたらしたとしても，それだけではその戦

略が優れていると判断することはできない。

競争戦略の優劣のもう1つの尺度として，ラ

イバル企業の反撃に対してある戦略がどの程

度維持可能な競争優位をもたらすか，つまり

競争優位の維持可能性を（sustainability）考

慮することが必要なのである（Ghemawat　，

1986）。

　このような視点が従来の競争戦略論に欠け

ていたのは，そもそもある戦略に対する企業

の利得が，その企業の行動とライバル企業の

対応とによって決まるにもかかわらず，従来



競争戦略論と産業組識論の相互作用（淺羽）

の競争戦略論では，この企業間の相互作用を

明示的に扱ってこなかったからであろう。ラ

イバル企業の反応を想定している研究でも，

少なくともその反応がなんらかの意味で合理

的であるか否かは吟味されていない（Kreps

＝Spence，1984）。したがって，企業間の相

互作用を明示的に考慮に入れた「新しい産業

組織論」の議論を援用すれば，新しい知見が

えられるかもしれないのである。

　本稿の目的は，これまでの産業組織論と競

争戦略論の各々の発展，及びその相互作用を

文献サーベイを通じてコンパクトにまとめ，

競争戦略論を再構築するための展望を描くこ

とである。2つの研究の学説史を書くことが

本稿の目的ではないので，取り上げられる文

献は包括的なものではなく，2つの研究の流

れの相互作用，および競争戦略論の新たな展

開に関係すると思われるものに偏っている。

以下では，まず最初に，「新しい産業組織論」

が登場する前の産業組織論（以下，伝統的産

業組織論と呼ぶ）と競争戦略論との相互作用

について議論する。次に，競争戦略の研究か

ら発見された興味深い事実を理論的に説明し

た「新しい産業組織論」を概観する。最後

に，その「新しい産業組織論」を援用して，

どの様な「新しい競争戦略論」が構築できる

かについて言及し，結びとする。

ll．伝統的産業組織論と競争戦略論

（1）伝統的産業組織論

　本稿において伝統的産業組織論というとき

には，J．　S．　Bain（1968）に代表される，いわ

ゆる構造・行動・成果パラダイムと呼ばれる

考え方に依拠した産業組織論を念頭において

いる4｝。周知のように構造・行動・成果パラ

ダイムとは，市場の成果が売り手・買い手の

行動に依存し，売り手・買い手の行動がその

市場の競争的性格を表わす構造によって規定

される，という考え方である。市場構造は，
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市場行動からも影響を受けるが，そのフィー

ドバック効果は明示的には分析されず，むし

ろなんらかの基礎的条件によって外生的に形

成されると考えられる。

　具体的に市場構造を規定する変数として，

買い手・売り手の集中度，製品の差別化の程

度，参入障壁などがあげられる。市場行動に

は，価格政策，企業間の明示的・暗黙的協

調，製品戦略，広告，R＆D，設備投資，法的

行動などが含まれる。市場成果としては，生

産や資源配分の効率性，技術進歩，労働市場

に対する影響，公平性といった基準が考えら

れる。

　市場構造を規定する基礎的条件は，供給

面，需要面，その他の条件に分かれる。供給

面の条件としては，原材料の配置や所有，

（生産）技術の条件，労働の組合化の程度，

財の特徴（耐久性，付加価値）などが挙げら

れる。需要面の条件には，需要の価格弾力

性，代替財との交差弾力性，市場成長率，需

要の変動，買い手の購入方法，マーケティン

グの特徴などが含まれる。そのほか，法制

度，政府の政策，企業社会の価値規範などが

市場構造に影響する。

　伝統的産業組織論では，このような諸変数

間の関係について，実証的な研究が行なわれ

た。その背景には，市場が完全競争の諸条件

に近い状態であるほど競争的であり，競争的

であるほど市場成果が良くなる，という考え

方がある。すなわち，市場に多数の売り手・

買い手が存在し，参入退出が自由であり，取

り引きされる財が同質であり，取引主体が重

要な情報を完全に有している状態であれば，

市場の需要と供給が一致（市場価格＝限界費

用）し，資源配分が効率的に行なわれると考

えられているのである。これらの完全競争の

条件，つまり多数の売り手・買い手，財の同

質性，参入退出の自由が，産業組織論の市場

構造の諸変数である市場集中度，製品差別

化，参入障壁にそれぞれ対応していることは



明らかであろう。市場の集中度が高ければ，

各企業はもはやプライス・テーカーではあり

えず，右下がりの需要曲線に直面する企業の

最適な供給量は，完全競争の場合よりも少な

くなる。また，企業数が少なくなれぽ，企業

間の相互依存性が強く認識されて対抗的行動

が弱まり，利潤極大化のための協調的行動が

とられる可能性も増大する。また，製品差別

化がなされていると，需要曲線は非弾力的に

なる。その結果，競争圧力が弱まり価格の低

下が妨げられる。さらに，参入障壁が高いと

参入の脅威が小さくなるので，企業は高価格

を設定して高い利潤をあげることができる。

したがって，集中度が低いほど，参入障壁が

低いほど，製品差別化の程度が低いほど，市

場構造は競争的となり，市場成果は望ましく

なると考えられるのである。

　産業組織論の研究者は，このような考え方

に基づいて，市場成果と市場構造・市場行動

との関係を実証的に研究していった。その結

果，望ましい市場成果をもたらす市場構造・

行動を見いだし，現状がそれと乖離している

場合には，現状を改めるような政策の策定に

その研究成果を役立てたのである。

（2）M．E．　Porterの競争戦略論

　この様な伝統的産業組織論の考え方を利用

して競争戦略論を構築し直したのが，M。　E．

Porterであった。　Porter以前には，産業組織

論の研究成果はなかなか競争戦略の研究に生

かされてこなかったが，Porterは，「伝統的な

産業組織論は，ある産業内での競争をシステ

マテイヅクに評価するためのモデルを戦略経

営に提供してくれる」（Porter，1981）と述べ

ていることからわかるように，当初から産業

組織論を競争戦略論に適用しようと考えてい

た。Porterの競争戦略論の最初のテキスト

（Porter，1980）は，今日まで世界的に最も

広く読まれている競争戦略論の1つであり，

その後数多くの研究者によってその枠組みが
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援用されている5）。そこで，以下ではPorterの

競争戦略論を中心にすえて，それと伝統的産

業組織論との関係を概観する。

　Porterは，彼以前の戦略論の発展を次のよ

うな一連の流れとして解釈している。経営政

策の基礎を確立したLearned，　Christensen，

Andrews，　Guth（以下LCAG）による研究で

は，戦略とは企業がその環境の下で競争して

いく方法であると定義された（Learned　et

al。，1969）。　LCAGは，産業の経済・技術面で

の機会と脅威，社会からの期待という外部要

因と，企業の強みと弱み，戦略実行者の個人

的特性という内部要因という2種類の要因が

企業の業績に影響を及ぼすと考えた。そし

て，これら諸要因と整合的な行動がとられた

場合，その企業は高い業績をあげることがで

きると考えられた（図1参照）。換言すれば，

内部要因によって規定される実行可能な戦略

と，外部要因から要請される戦略とが一致す

れば，企業の業績は向上すると考えられたの

である6）。しかし，LCAGは，特定の状況にお

ける各要因の具体的内容を評価せずに，どの

ようにすれば各要因の間に一貫性をもたせる

ことができるかといった具体的作業は実務家

に任せた。そのため，LCAGに続く戦略論の

研究では，実務家の戦略策定を支援するため

に，戦略策定プロセスが分析の中心におかれ

たのであるτ）。

　出所）　PQrter〔］9SO）邦訳P呂

図1　LCAGの枠組み



競争戦略論と産業組識論の相互作用（淺羽）

　この戦略論の発展の過程では，産業組織論

の研究成果はあまり役立てられなかった。と

いうのは，産業組織研究者と戦略研究者とで

は，分析の方法やスタンスに違いがあり，そ

れがいわば両者の間に「壁」を形成していた

からである8｝。しかし，市場の経済・技術面

での機会や脅威がその産業あるいは企業の成

果を規定するというLCAGの考え方は，まさ

しく市場構造が個々の企業の行動や市場成果

を規定するという考え方に他ならない。そこ

で，産業組織論を競争戦略論の分析方法やス

タソスに沿うように「翻訳」して両者の間の

壁を壊し，産業組織論の研究成果を活用して

競争戦略論をより充実させようとPorterは考

えたのである。そこで，以下で彼のロジヅク

がどのように組み立てられているかを検討し

よう。

　Porterの競争戦略論の核となるのは，業界

の構造分析であろう。業界の構造分析では，

まず業界の競争状態，すなわち業界の究極的

な収益率を決める要因として，新規参入の脅

威，既存業者間の敵対関係，代替品の脅威，

買い手の交渉力，売り手の交渉力の5つが挙

げられている。各要因の内容を吟味してみる

と，ほとんどの要因において伝統的な産業組

織論の成果が援用されていることがわかる。

　新規参入の脅威の議論において，もっとも

多くのスペースが割かれているのは参入障壁

であるが，Porterは参入障壁を形成する要因

として，①規模の経済性，②製品差別化，③

巨額の必要投資，④スイッチング・コスト，

⑤流通チャネルの確保，⑥規模とは無関係な

コスト面での不利，⑦政府の政策といった7

つの要因をあげている。

　他方，伝統的産業組織論の代表的研究であ

るBain（1968）では，参入障壁として，

（a）製品差別化による優位性，（b）費用の絶対的

優位性，（c）大規模企業の経済性による優位性

の3つが挙げられている。ここで両者の内容

を検討すると，①と（c），②，④と（a），③，
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⑤，⑥と（b）が対応していることがわかる。

　また，既存業者間の敵対関係についての議

論では，敵対関係の強さを決める要因とし

て，①集中度（企業数と類似性），②業界の成

長性，③固定費や在庫コスト，④製品差別化

やスイッチング・コスト，⑤生産能力増強の

際の不可分性，⑥競争業者の戦略の異質性，

⑦成功の見込み，⑧撤退障壁が挙げられてい

る。この中で，①と④はまさしく伝統的な産

業組織論で市場の構造特性として挙げられて

いるものであり，②，③，⑤は市場構造を決

める基礎的条件として考えられているもので

ある。さらに，代替品の脅威も，伝統的産業

組織論では市場構造を決める基礎的条件の中

に含まれている。

　売り手，買い手の交渉力は，それら取引相

手が当該産業にとってどの程度重要であるか

に依存すると考えられる。例えば，供給され

る製品が差別化されていない標準製品の場

合，当該産業の企業は供給企業を特定する必

要はないので，売り手の交渉力はさほど大き

くない。また，たいしたスイッチングコスト

をかけずに，買い手が取引先を当該産業の企

業から別の産業の企業に転換できるとすれ

ば，買い手の交渉力は大きいと予想される。

これらの例を考えてみると，買い手，売り手

の交渉力を決めている1つの大きな要因は，

売り手，当該産業，買い手と連なる垂直的段

階の中で，より川上に位置する産業の構造が

どのようになっているか，ということである。

すなわち，川上の産業の製品差別化の程度や

代替品からの脅威が小さい方が，川上の産業

の交渉力は弱まり，川下の産業の交渉力は強

まる。換言すれば，当該産業にとって売り手

の産業構造が競争的でなければ，売り手の交

渉力は強まり，当該産業の構造が競争的であ

れば，買い手の交渉力は強まるのである。そ

の意味では，ここでも伝統的産業組織論の成

果が利用されているのである。

　このように，Porterの競争戦略論には，伝



統的産業組織論の成果が至る所に見られる。

ただし，ここで注意を要することは，Porter

が伝統的産業組織論の成果をそのまま援用し

たのではなく，それを逆手にとって用いたこ

とである。例えば，製品差別化について考え

てみよう。産業組織論では，製品差別化の程

度が高いことは，その市場における競争の程

度を低下させ，市場成果を悪化させるものと

して捉えられている。それに対してPorter

は，製品差別化を個別企業が追求すべきもの

として捉えている。なぜなら，企業が自社製

品の差別化の程度を高めることができれば，

自社の競争上の地位を防衛し，業績を高める

ことができるからである。製品差別化に対す

る産業組織論と競争戦略論との見方の違い

は，製品差別化だけではなく，他の要因につ

いても当てはまる。ゆえに，Porterの競争戦

略論と伝統的産業組織論とは，ちょうどコイ

ンの裏表の関係にあるといえるのである。

皿．競争戦略論と「新しい産業組織論」

q）競争戦略論の独自の展開

　先に述べたように，Porterの研究の意義

は，伝統的な産業組織論の成果をもとに，あ

る産業の競争状態を評価するためのシステマ

ティックな手法を構築したことである。それ

自体十分意義のあることではあるが，Porter

の競争戦略論及びそれに続く研究は，伝統的

な産業組織論の研究成果を援用して，現象を

コインの裏側から眺めただけではなく，別の

問題意識の下に独自の展開を遂げていった。

　その問題意識とは，次のようなことである。

構造・行動・成果パラダイムに依拠した伝統

的な産業組織論では，市場構造が決まればそ

の市場の個々の企業の行動が決まる，と考え

られてきた9｝。ところが実際には，同一の産

業に属していても企業によって行動が異な

り，その行動の優劣によって個々の企業のパ

フォーマンスにも違いが生じる。そこで，競
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争戦略の研究老は，個々の企業の主体性を認

め，優れたパフォーマンスを生み出す個別企

業の行動（競争戦略）を分析していった。

　同一産業に属する企業の間に，行動，パ

フォーマンスの差異が生じる理由は，競争戦

略論では以下のように考えられる。伝統的な

産業組織論は，産業の市場構造を規定するい

くつかの諸特性を指摘したが，ある産業に着

目したとき，その市場構造特性は一様ではな

い。1つの産業は，構造特性の異なるいくつ

かのサブ・グループから構成されている場合

がある。例えば，ある製品の市場が高級品と

低級品の2つのセグメントに分かれるとき，

前者のセグメントでは各社の製品が差劉化さ

れているのに対し，後者のセグメントでは企

業間で差異のない標準化された製品が供給さ

れていることが多い。この場合，高級品市場

は，製品差別化の程度が高い市場構造であ

り，低級品市場は，製品差別化の程度が低い

市場構造であると解釈できる。

　伝統的な産業組織論では，市場構造が競争

の程度の高い特性を示せぱ，その産業に属す

る企業のパフォーマンスは低く，競争の程度

の低い特性を示せば，その産業に属す企業の

パフォーマンスは高くなると考えられた。同

様に考えれば，競争の程度の高いサブ・グ

ループに属す企業のパフォーマンスは低くな

り，競争の程度の低いサブ・グループに属す

企業のパフォーマンスは高くなる。したがっ

て，同一の産業に属す企業であっても，その

パフォーマンスには差が生じうるのである。

　しかし，これでは，なぜある産業の構造特

性が一様ではなく，いくつかのサブ・グルー

プが形成されるのかがわからない。それにつ

いては，さらに次のように考えられる。伝統

的産業組織論で指摘された市場構造の諸特性

は，産業内の個々の企業がある程度コント

ロールできるものである。個々の企業が差別

化された製品を供給すれば，産業の市場構造

は製品差別化の程度が高い構造となる。ま
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た，個々の企業の製品差別化が消費者に受け

入れられれば，それだけ参入がむつかしくな

るので，その産業の参入障壁は高まるであろ

う。さらに，参入障壁を高めることができれ

ば，市場で競争する企業数を抑えることがで

き，市場集中度を高めることができる。した

がって，企業のパフォーマンスが産業の市場

構造によって一方的に規定されるだけではな

く，個々の企業自体が，コントロール可能な

特性に影響を及ぼす行動をとることによっ

て，高いパフォーマンスをあげられるような

構造に産業の市場構造そのものを作り変える

ことができると考えられる。

　ところが，全ての企業が，市場構造を自社

に都合のよいように作り変えることができる

とは限らない。例えば，広告によって製品の

差別化を行なう場合を考えてみよう。大量の

広告を行える企業は，それによって自社の製

品を高度に差別化できるのに対し，資金不足

に悩む企業は，広告を行なうことができない

ので，製品を差別化することもできない。こ

のような場合，当該産業は，製品差別化の程

度の高いサブ・グループと，製品差別化の程

度の低いサブ・グループに分かれ，前者に自

社をポジショニングできた企業だけが，高い

パフォーマンスを享受することができるので

ある。

　あるいは，どの様な行動をとり，どの特性

を操作するのが望ましいかは，企業ごとに異

なるかも知れない。例えば，ある企業は広告

によって製品差別化の程度を高める戦略をと

り，他の企業は規模の経済性を極端に追求し

てコスト優位を築こうとするかも知れない。

いずれにせよ，同一の産業に属していても，

個々の企業がとる行動は異なり，その結果パ

フォーマンスにも違いが生じる場合があるの

である。

　では，なぜ企業によって実行可能な行動，

望ましいと考える行動が異なるのであろうか。

それはまさしく，LCAGのフレー一ムワークに
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おける企業の強み・弱み，戦略実行者のパー

ソナリティが，企業によって異なるからに他

ならないのである。

　Porterは，現実にみられる個々の企業の行

動の違い，及びその結果生じるパフォーマン

スの差異をこのように理解し，次のように競

争戦略を定義した。すなわち，「効果的な競

争戦略とは，5つの競争要因ごとに防衛可能

な地位をつくり出すために，攻撃あるいは防

御のアクションを打つこと」である。さらに

Porterは，産業を構成する構造特性の異なる

サブ・グループを戦略グループと呼び，自社

が築いた地位が防衛可能であること，すなわ

ち自社が属する競争の程度の低い戦略グルー

プに他企業が移動しにくいことを，参入障壁

になぞらえて，戦略グループ間の「移動障

壁」という概念で表現したのである（Caves

＝＝　Porter，1977；Porter，1980）。

　Porterは，多くの事例を収集し，高いパ

フォーマンスをあげている企業はどの様な行

動（競争戦略）をとっているかを探り，競争

相手に打ち勝つための3つの基本的な戦略を

抽出した。周知の通り，それはコスト・リー

ダーシヅプ戦略，差別化戦略，集中戦略であ

る。その具体的内容は多様であるが，例え

ば，エクスペリエンス効果が働く場合の浸透

価格戦略，広告や機能付加を通じて顧客のス

イッチング・コストを高める差別化戦略など

がこれに当たる。

（2）　「新しい産業組織論」の展開

　競争戦略論の研究が，伝統的な産業組織論

をべ一スにして，数多くの事例を収集しなが

ら発展していったのと相前後して，産業組織

論には新たな研究の流れが起きてきた。その

新しい流れは，従来のスタティックな分析と

は異なり，ゲーム理論を援用したダイナミッ

クなモデル分析である。この「新しい産業組

織論」を競争戦略研究者の立場から見ると，

そこには従来の競争戦略論では軽視されてき



た重要な特徴があると思われる。そこで，そ

の流れの起こりと，競争戦略論をさらに発展

させるために役立つと思われる特徴に焦点を

当てて，「新しい産業組織論」について以下

で議論してみたい。

　この「新しい産業組織論」は，1つには，

産業組織論の研究者による既存の研究，すな

わち構造・行動・成果パラダイムに対する自

己反省から生まれてきた。既に述べたよう

に，伝統的な産業組織論では，市場構造を与

件とすれば，一定の市場行動がとられて市場

成果が決まると考えられ，市場構造と市場成

果の間の関係について，クロスセクショナル

な実証分析が数多く行なわれた。しかし，あ

る時点の市場構造は，一方ではその産業に固

有の特徴（基礎的条件）に依存するが，他方

で過去に各企業がとった行動の結果生じるも

のである。もちろん伝統的な産業組織論で

も，行動や成果から構造へというフィード

バック・ループは考えられていたが，それが

直接分析の姐上にのせられてきたとはいいが

たい。とすれば，市場構造を与件と考えるの

ではなく，個々の企業の競争や協調，すなわ

ちその産業の歴史に注目し，その市場構造が

現われるまでの過程をダイナミックに分析す

る意義は大きい。この点については，

Kreps＝Spenceが明確に指摘しているので，

以下に引用する。

成熟産業の行動や成果は，その産業の歴史

にかなり依存している。（にもかかわらず）

構造一行動一成果の三分法には，産業の歴

史の明示的な考察が欠けている。成熟産業

はすべて，かつては未成熟であり，成熟期

における構造や行動は，その産業が享受し

たある種の若さに影響される。構造の場

合，これは明らかである一例えば集中の

程度は，現在の条件だけではなく過去の条

件にも影響される。用いられる技術につい

ても同じことがいえる。行動については，
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その因果連鎖は若干弱いが，やはり存在す

るといえる。産業内での暗黙の結託（もし

くは結託の取り決め）が存在する程度は，

産業内の企業の信念や期待の関数である。

そして，この信念や期待は，企業間の過去

の対戦に影響されるであろう。換言すれ

ば，基本的な構造，行動，成果の三分法

は，成熟産業にあてはめる場合，歴史とい

うカテゴリーに入る変数を省いてしまうの

である。その変数をモデルに組み込めば，

成熟産業についての予測力も格段に向上す

るかも知れない。そしてもちろん，歴史の

役割を適切に理解するためには，まず産業

のダイナミクスの過程を研究しなければな

らないのである（Kreps＝Spense，1985，

P．341）。

　以上が，「新しい産業組織論」を生み出し

た内的要因であるとすれば，「新しい産業組

織論」の生成の背景には外的刺激も存在する。

それは，伝統的産業組織論をベースにして発

展していった競争戦略論からの刺激である。

競争戦略の研究者は，現実の企業，とくに成

功している（超過利潤をあげている）企業の

事例を多数収集して研究した。その研究か

ら，興味深い事実，すなわち成功企業が一見

経済合理的ではないような行動をとっている

場合があることが見いだされた。そのような

行動は，確かに短期的な利潤最大化の視点か

らは非合理的に見えるかも知れないが，企業

間の相互作用を考慮にいれたダイナミックで

長期的な視点に立てば，合理的な行動である。

この行動の合理性を明らかにするために，

ゲーム理論を援用した分析が行なわれ始めた

のである。

　さらに，当面の利益を犠牲にしてまでマー

ケットシェアの追求に走る，一見非合理的な

行動様式をとる日本企業の成功によって，米

国で反トラスト政策の見直しが叫ばれ，それ

に対して問題を理論的に整理しようという気
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運も，「新しい産業組織論」を発展させる外

的刺激を増幅させたかもしれない（Kreps

＝Spence，1985；Williamson，1983）。

　このような内的・外的要因によって発展し

ていった「新しい産業組織論」とは，’どの様

な内容を持つものであろうか。伝統的産業組

織論，とくにBainが参入障壁に注目したこと

の影響であろうか，「新しい産業組織論」に

おいても，どの様な戦略が新規参入を妨げ，

それがどのような市場の状態を生み出すのか

についての分析が主流であるように思われる

（Caves，1984）。研究対象，すなわち参入を

阻止する要因は多岐にわたるが，例えば，余

剰生産能力（Spence，1979；Dixit，1980），

経験効果（Spence，1981；Fundenberg＝Ti－

role，1983；Lieberman，1984），ブランドの

増殖（Schmalensee，1978：Eaton＝Lipsey，

1979），パテント（Gilbert　＝・　Newbery，1982），

ネットワーク外部性（Katz＝Shapiro，1986）

などがあげられる。

　このような研究が次第に体系付けられて，

いわゆる「新しい産業組織論」と呼ばれるよ

うになったのであるが，その理論の特徴は，

以下の3つにまとめられる。1つは，ライバ

ル企業の反応を考慮したり，ライバル企業に

影響を及ぼすような自社の行動を分析すると

いうことである（Comanor＝　Frech，1984）。

このことは，簡単に次のように表わすことが

できる。いま，i，jという2つの企業から

なる市場を考えよう。企業iが戦略Xiをとっ

て利潤niを極大化する条件は，

dd護一袈・＋鵠・畿一・

と表わされる。企業間の相互作用，すなわち

ある企業のとる戦略に対するライバル企業の

対応が当該企業の利潤に与える影響は，右辺

第2項に示されている。これはさきに述べた

ように，「新しい産業組織論」の1つの重要

な特徴であると同時に，従来の競争戦略論で
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は十分には分析されてこなかったことである。

　2つめは，既存企業が参入を妨げる，ある

いはある企業が競争を有利に進めることがで

きるためには，既存企業と（潜在的）競争者

との間になんらかのasymmetryがなければ

ならないということである（Salop，1979；

Geroski＝Jacquemin，1984）。これは，経営

資源の多寡かも知れないし，その市場に参入

する時間の差異かも知れないが，この

asymmetryによって，当該企業は，自社に有

利になるような影響をライバル企業に及ぼす

ように行動することができるのである。ただ

し，ある企業が，自社に有利になるようにラ

イバル企業に脅しをかけても，それが空脅し

ではなく信頼するに足る（credible）もので

あることをライバル企業が認めなければ，ラ

イバル企業の行動に影響を及ぼすことはでき

ない。そのために，3つめの特徴として，短

期的な最適条件を逸脱したなんらかの資源の

コミットメントが必要であることがあげられ

る。（Caves，1984）。

　1つの例として，既存企業が余剰生産能力

を保持することによって，新規参入を阻止す

る場合を考えてみようゆ。いま，既存企業，

新規企業の生産コスト（C）が，生産量

（x）及び生産能力（K）に依存して，次の

ように決まると考えよう（以下，添字のiは

既存企業を表わし，eは参入企業を表わす）。

まず，既存企業が生産量にちょうど見合うだ

けの生産能力（K、＝x、）をこれからもつ場合

の費用関数は，

　　Ci（Xi，　K，）＝　（v十s）Xi十F

　　　v：生産量1単位あたりの可変費用

　　　s：生産能力1単位増加させるのにか

　　　　　かる費用

　　　F：固定的なセットァップ・コスト

となり，予め生産能力を建設しその費用がサ

ンクしている場合の費用関数は，生産能力が

余剰である（K、≧Xi）である限り，

　　Ci（Xi，　Ki）＝VXi十sK、十F



Xe日
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　　　　　支1・

図2　余剰能力による参入阻止

となる。ここで，前者の場合の限界費用は

V，後者の場合の限界費用はV＋Sであるこ

とに注意されたい。他方，参入企業は参入前

に生産能力を建設することはできず，参入す

るときに生産量にちょうど見合うだけの生産

能力（K。　＝X。）を建設して参入するとすれば，

その費用関数は，

　　C。（x。，K。）＝　（v十s）x。十F

となる。

　上記の費用関数に対応する反応曲線を描

き，クールノー・ナッシュ均衡を求めてみよ

う。図2には，余剰の生産能力がない場合の

既存企業の反応曲線PQ，余剰能力をすでに

抱えている場合の既存企業の反応曲線RS，

新規企業の反応曲線TUがそれぞれ描かれて

いる。余剰能力を抱えている場合の方がそう

でない場合よりも限界費用が小さいので，

RSはPQより右側に位置している。もし，既

存企業が余剰能力を抱えないのであれば，ク

ルーノー均衡は点E（x、，x。）となり，余剰能

力を抱えるのであれば，その能力に依存し

て，線分EE’上のいずれかの点に定まる。

例えば，既存企業がK＊だけ既に生産能力を

抱えている場合の反応曲線は，RKとなる。

　参入阻止価格の理論によれば，既存企業

は，潜在的な参入の脅威に直面したときに

は，もし新規企業が参入しても正の利潤をあ
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げられない水準にまで供給量を増やすと脅

し，参入を阻止することができると考えられ

ている。その場合の供給量の組合せが点B

（XiB，　X。B）で表わされるとしよう。すなわち，

この場合の参入企業の利潤π。（XiB，　X，B）は正

ではない。では，この既存企業の脅しの効力

は，余剰の生産能力を有している場合といな

い場合とで異なるであろうか。

　既存企業がx、Bだけ供給すれば参入を阻止

できると考えているならば，既存企業はその

ときの参入企業の供給量がx。Bであると予想

しているはずである。しかし，既存企業が生

産量にちょうど見合うだけの生産能力をこれ

から建設する場合には，参入企業の生産量に

対する既存企業の最適生産量を表わす反応曲

線はPQなので，　x。Bに対する既存企業の最適

供給量はXiBではない。したがって，参入企業

はこの脅しを信ずるに足るものとは考えない。

ゆえに，点Eにおける生産量の組合せに対応

する参入企業の利潤π．（x、，x。）が正である

限り，新規企業は参入し，結果として点Eが

実現する。

　それに対して，既に既存企業がx、Bの生産能

力を建設しその費用がサンクしている場合，

X。Bに対する既存企業の最適供給量はXiBであ

る。したがって，この脅しは空脅しではな

く，新規企業にとって参入を思いとどまるこ
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とが合理的行動となる。ゆえに，たとえπ。

（x、，x，）が正であっても，参入は阻止される

のである。

　もちろん，参入の脅威がないときには，既

存企業の利潤は，余剰生産能力を抱えている

よりも生産量にちょうど見合うだけの能力を

有しているときの方が大きくなるであろう。

しかし，事前に余剰能力を抱えてそれがサン

クコストになっているからこそ既存企業の費

用構造が変化し，参入の脅威が生じたとき

に，参入を阻止するような攻撃的対応とると

いう脅しが信愚性をもつのである11）。

　この例は，先にあげた戦略的行動の3つの

特徴をすべて包含している。既存企業は，自

社に都合の良いように（独占を維持できるよ

うに）相手企業の行動に影響を与える（参入

を諦めさせる）。それができるのは，既存企

業が事前に生産能力を決定するという

asymmetryがあり，実際に余剰の生産能力を

抱えるというコミットメントを行なっている

からである。このような特徴を持つ戦略的行

動をとることによって，企業は競争優位を獲

得することができる。このようにして，「新

しい産業組織論」は，ある企業の行動に対し

てライバル企業が合理的に反応した結果，ど

のような結果が生じるかを示したのである。

N．結び一「新しい競争戦略論」の構
　　築に向けて

　前節で概観したように，産業組織論の分野

では，個々の企業の行動とその相互作用を考

慮にいれた様々な研究が行なわれ，それが

「新しい産業組織論」を形成した。では，か

つて競争戦略論が伝統的産業組織論の成果を

援用して発展したように，この「新しい産業

組織論」の研究成果をもとに，「新しい競争

戦略論」を構築することはできないであろう

か。もちろん，これまでの研究の発展がそう

であったように，新しい研究の全体像や枠組
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みを事前に明らかにすることはできないが，

以下では，「新しい競争戦略論」を構築する

ために，現時点で有望であると思われる研究

の方向を示唆しておこうと思う。

　本稿の最初に述べたように，従来の競争戦

略論では，優れたパフォーマンスをあげた企

業の戦略が分析されるが，その際に企業間の

相互作用，あるいはある戦略に対するライバ

ル企業の反撃は，明示的には分析に組み込ま

れていなかった。このことは次のような問題

を引き起こす。ある時期にある企業が卓越し

たパフォーマンスをあげたとしても，その企

業がいつまでも競争優位を維持できるとは限

らない。むしろその競争優位は不安定なもの

である。なぜなら，ある企業が優れたパ

フォーマンスをあげると，それが引金になっ

て，その企業の競争優位の源泉についてライ

バル企業の学習が起こる。その源泉が模倣可

能であれば，ライバル企業は即座に模倣して

追随したり，反撃を開始するからである。ゆ

えに，戦略の優劣を議論する場合に，その戦

略がもたらす超過利潤の大きさだけではな

く，戦略の競争優位の維持可能性が問題とな

る。

　戦略の競争優位維持可能性に関しては，

様々なレベルでの議論が可能であろう。例え

ば，従来の戦略論では，外部環境の分析とと

もに，自社の強み・弱みの分析が提唱されて

いる12）。これは，企業のもつ強み・弱みに応

じて，最適な戦略が異なると考えられている

からである。したがって，ある企業の戦略が

成功したからといって，ライバル企業がすべ

てその戦略を模倣できるとは限らない。ライ

バル企業には，模倣を行なうだけの経営資源

が不足している場合もあるからである。この

場合に当該企業の競争優位が維持されるので

あれば，その維持可能性の源泉は経営資源の

多寡という企業間の非対称性であると考える

ことができる。この源泉は，とくに問題と

なっている経営資源が希少な場合に重要であ



ろう。

　また，企業間で行動順序に差があるとき，

後発企業が有効な反撃を行えず，先行企業の

優位性が維持される場合がある（Lieberman

＝Montgomery，1988）。例えば，経験効果が

働いたり，インプット，市場，生産設備を先

に占有できたり，買い手にスイッチング・コ

ストが発生するような場合である。これら

は，一般に先行者の優位性（first－mover

advantage）と呼ばれる現象で，「新しい産業

組織論」において，様々な形でモデル分析が

行なわれてきた。

　従来の競争戦略論でも，先行者の優位性に

関する研究はある（MacMillan，1983；

Mitchell，1989）。しかし，それを一層発展さ

せるためには，「新しい産業組織論」の成果

を利用することが有効であろう。具体的に

は，従来の競争戦略論において有効であると

考えられてきた戦略や具体的事例について，

「新しい産業組織論」のモデルの特徴であ

る，どの様に自社の行動がライバル企業の行

動に影響を与えているのか，その際どのよう

なコミットメントがどのように行なわれた

か，それを可能にしたasymmetryはなにか，

というようなことを検討すれば，現実の企業

にとってより具体的な示唆がえられるかもし

れない13）。

　以上の2つ方向の研究は，豊富な経営資源

を有している企業，先行している企業，とい

う意味で，リーダー企業にとって競争優位の

維持可能性が高い戦略を探ろうとする試みと

いえるであろう。それでは，既に市場に強力

なリーダー企業が存在する場合，経営資源の

面で劣位にあったり，後からその市場に参入

するようなフォロワー企業は，競争優位を獲

得したり維持することはできなのであろうか。

　リーダー企業は，これまでの企業間競争の

ゲームにおいて，既になんらかのコミットメ

ントを行なっているがゆえに優位性を維持で

きているとすれば，ゲームが次の段階にすす
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んだとき，そのコミットメントが制約になる

こともありうる。そのために，リーダー企業

が有効な反撃を行なうことができず（あるい

は行なわない方が合理的なため），結果とし

てフォロワー企業の優位性が維持されること

もあろう。とすれば，いかにすれば，リー

ダー企業の強みの源泉であるコミットメント

が，逆にリーダー企業にとって制約になるよ

うな状況を作り上げることができるかを明ら

かにすることが，フォロワー企業の競争優位

維持可能戦略の研究課題となる。このような

方向での研究は，しばしば現実に見られる

シェア・リーダーの凋落などの事例を説明す

る場合に有効かもしれない。ゆえに，このよ

うな戦略のケースを収集し，その背後にある

ロジックを解明することも1つの有望な方

向であろう14）。

　以上が，「新しい産業組織論」の成果をも

とに，競争戦略論を再構築するための1つの

方向である。この方向の研究は，従来の競争

戦略論では比較的軽視されてきた企業間の相

互作用に注目し，ライバル企業の合理的な反

撃を想定しながらも，優位性を維持できるよ

うな競争戦略を考えようとするものである。

もちろん現実の企業は，ある戦略をとると

き，r新しい産業組織論」のモデル分析で行

なわれるような計算を行えないし，実際に競

争優位を維持している企業でも，このような

戦略を意図的にはとっていないかも知れない。

しかし，われわれは，現実の個々の企業が合

理的か否かを問題にしているわけではない。

実際にとられている戦略の有効性・合理性を

問題にしているのである。したがって，優位

性の維持が可能な戦略の有効性のロジックを

理論的に明らかにし，それに近い戦略が実際

にとられた事例を合わせて研究することは，

現実的にも意味があるだろう。

　これまで，産業組織論と競争戦略論という

2つの研究の流れを概観してきたが，2つの

研究の流れは，その研究のスタンスや用語法
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においてかなり異なっている。しかし，どち

らも企業間の競争や協調に関するものであ

り，これまでは見事に相互作用しながら独自

の発展を遂げてきたことがわかる。かつて

Porterが，伝統的な産業組織論の研究成果を

援用して，競争戦略論の1つの流れを作った。

いま，その流れに影響を受けた「新しい産業

組織論」が生まれている。今度は再び，産業

組織論から競争戦略論が影響を受け，さらに

発展を遂げる段階ではないだろうか。もちろ

ん，競争戦略論を発展させる方向は，以上で

議論したような方向だけではないであろう。

しかし，いずれにせよ，産業組織論の研究者

が競争戦略論からこれまで多くのことを学

び，これからもさらに多くのことを学ばなけ

ればならないのと同時に，競争戦略の研究者

も，「新しい産業組織論」から多くのことを

学ぶべきである。（Shapiro，1989）。そうする

ことによって，2つの研究の流れに再び相互

作用がおき，それぞれのさらなる発展が期待

できるであろう。

［注］

＊本稿は，競争戦略論と産業組織論，あるい

は経営学と経済学の関係について広く興味を

もっている読者を念頭に置き，両者の関係に

ついての1つの考え方を示している。また，

本稿は，企業論の講義の前半部分の紹介にも

なっている。

1）競争戦略論といっても多様である。本稿

で競争戦略論というときには，その中でも競

争戦略論のテキストとして今日最も広く用い

られている，M．　E．　Porter（1980）及びその流

れをくむ研究を念頭においている。

2）「新しい産業組織論」と呼ばれるものの

中には，①ゲーム理論を用いた研究，②取引

コストの経済学を用いた研究，③進化論的研

究，という3つの流れがある。①，②につい

てはTirole（1988），③についてはNelson＝

Winter（1982）を参照されたい。このうち，
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本稿で主に取り上げるのは，ゲーム理論を援

用した一連の研究である。

3）Weigelt＝MacMillan（1988）は，これと

同様のことを，フットボールの試合で片方の

チームの得点だけを聞いてどちらのチームが

勝ったかを決めるようなものである，という

たとえで表わしている。

4）伝統的産業組織論については，おもに

Scherer（1980）を参考にした。また，伝統的

産業組織論に対して，「新しい産業組織論」

とは別に，批判的立場にたった一連の研究が

ある。それについては，越後（1985）を参照

されたい。

5）例えば，マーケティングの領域では

Aaker（1984）を，情報システムの研究では

Parsons（1983）を参照されたい。

6）この考え方は現在でも有効である。例え

ば，今日の企業の環境問題への取り組みを考

えてみよう。この問題に企業が熱心に取り組

むようになったのは，経営者の倫理観が高

まったためというよりも，環境問題に対する

社会からの要請が高まったからであろう。

7）その典型は，Hofer＝Schendel（1978）で

あろう。

8）Porter（1981）は，研究者の分析方法や

スタンスの違いとして，次のような点を指摘

している。

①準拠枠の違い（私的か社会的か）

②分析単位とそれに関連する仮定の違い

（個々の企業か産業全体か，個別企業の固有

の特性に着目するか，同一と考えるか）

③意思決定者に対する見方の違い（人間的側

面を重視するか無視するか）

④企業と事業の関係についての認識の違い

（多角化企業の一部門か企業二事業か）

⑤問題意識の違い（現在の市場構造が形成さ

れたメカニズムやその変化に対する企業の対

応に興味があるか，現在の市場構造と市場成

果の関係に興味があるか）

⑥構造・行動・成果の関係についての違い



（企業がその行動によって産業構造を変えら

れるとみるか，構造が外生的に決定し，それ

が企業の行動・成果を決めると考えるか）

⑦考慮する変数の数の違い（多いか少ない
か）

⑧例外についての考え方の違い（各企業のユ

ニークさに着目するか，それは例外であり，

より一般的に成り立つ構造・成果の関係の方

に着目するか）

⑨抽象度の違い（具体的か抽象的か）

9）もちろん伝統的産業組織論でも，同一産

業に属する企業の間でパフォーマンスに差が

あることを説明できないわけではない。例え

ば，ガリバー型寡占市場において，トップ企

業と下位企業の収益に差があるのは当然であ

る。ただし，そのような市場構造をもたらす

要因は，その産業の財や生産技術等の基礎的

条件であると考えられ，後で述べるように，

個々の企業の行動が市場構造に影響を与える

といった視点は弱いといわざるをえない。ゆ

えに，伝統的産業組織論の研究者は，個々の

企業の行動よりも，むしろ市場構造と市場成

果との関係に主に注目していたといった方が

正確であろう。

10）この例は，Dixit（1980），Geroski　et　al．

（1990）より引用した。

11）以上は，既存企業が参入阻止を望む場合

を想定してきた。もちろん，既存企業にとっ

て，余剰能力を抱えてまで参入を阻止する

か，余剰能力を抱えずに参入の脅威が生じた

ときには参入を許容するかは，それぞれの利

得の大きさに依存する。

12）例えば，Abell＝Hammond（1979）を参

照されたい。

13）このような方向で行なわれた卓越した研

究として，Ghemawat（1991）があげられる

であろう。

14）リーダー企業の凋落の実際の事例につい

ては，例えば和田他（1989）を参照されたい。

また，その理論的な分析の例として，淺羽
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（1991）を参照されたい。
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